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次
の
ペ
ー
ジ
は
「 

特
別
会
計
・
事
業
会
計
　
決
算
概
要 

」 前年度比

0.2ポイント

公債費（町債の元金の
返済や利子の支払いな
ど）が一般財源に占め
る割合で、この数値が
高くなるとほかの事業
に充てる財源を圧迫す
ることになります。

借金（公債費比率）

9.7 %
前年度比
2.6ポイント

経常経費を経常一般財
源収入の総額で割った
もので、数値が低いほ
ど普通建設事業などに
充当できる財源があり、
地方公共団体の財政構
造が弾力性に富んでい
るといえます。

弾力（経常収支比率）

81.0  %

資金不足比率
公営企業会計の資金不足額の事業規模に占
める割合を示したもので、数値が低いほど
健全とされます。

不足なし

実質赤字比率 連結実質赤字比率
すべての会計の赤字・
黒字を合算して、地方
公共団体としての赤字
の程度を指標化したも
の。（早期健全化基準
は19.07％、財政再
生基準は40％です）

一般会計の赤字の程
度を指標化したもの。
（早期健全化基準は
14.07％、財政再生
基準は20％です）

黒字のため、基準値未満です

資
を
受
け
た
際
、
金
利
１
％
相
当
を
町

が
補
助
す
る
「
寄
居
町
チ
ャ
レ
ン
ジ
資

金
」
を
実
施
し
ま
し
た
。
商
業
に
つ
い

て
は
過
去
10
年
を
振
り
返
っ
て
も
、
小

売
業
の
店
舗
数
な
ど
の
減
少
が
顕
著
と

な
っ
て
い
ま
す
。
特
に
中
心
商
業
地
の

振
興
は
大
き
な
課
題
で
あ
り
、
中
心
市

街
地
活
性
化
法
及
び
観
光
再
生
ビ
ジ
ョ

ン
と
一
体
と
し
て
取
り
組
ん
で
い
き
ま

す
。

土
木
費
「
男
衾
地
内
河
川
改
修
工
事
」

津
久
井
康
雄
　
明
神
川
未
整
備
区
間
の
河

川
改
修
工
事
の
工
法
が
変
更
に
な
り
ま

し
た
が
、
工
法
の
変
更
に
よ
る
進
捗
状

況
と
整
備
計
画
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

（
答
弁
）
新
た
に
用
地
買
収
が
必
要
に
な
り

ま
す
。
当
初
計
画
時
か
ら
未
買
収
地
が

あ
り
ま
し
た
が
、
買
収
で
き
れ
ば
2
年

く
ら
い
で
整
備
を
し
て
い
き
た
い
と
考

え
て
い
ま
す
。

土
木
費
「
男
衾
駅
周
辺
道
路
整
備
」

大
久
保
博
幸
　
男
衾
駅
周
辺
の
南
側
中
町

上
町
通
り
は
、
大
多
数
は
用
地
買
収
に

応
じ
て
い
ま
す
が
、
工
事
が
始
ま
ら
ず

苦
情
が
出
て
い
ま
す
。
現
在
の
状
況
と

未
買
収
の
方
へ
の
対
応
を
伺
い
ま
す
。

（
答
弁
）
南
側
中
町
上
町
通
り
は
、
全
体
延

長
が
約
１
０
０
０
メ
ー
ト
ル
と
長
い
路

線
で
す
。
用
地
買
収
は
、
駅
通
り
か
ら

東
側
は
ほ
ぼ
完
了
で
す
が
、
西
側
に
は

未
買
収
が
あ
り
ま
す
。
西
側
の
未
買
収

地
は
説
明
会
後
、
買
収
し
た
い
と
考
え

て
い
ま
す
。

消
防
費
「
防
災
行
政
無
線
」

瀧
澤　

忍
　
防
災
行
政
無
線
を
設
置
し

て
20
年
も
た
つ
と
、
各
所
に
お
い
て
建

物
の
配
置
等
も
違
っ
て
き
ま
す
。
放
送

が
聞
こ
え
な
い
と
い
う
町
民
の
声
も
あ

「
町
の
財
政
は
健
全
で
す
」

※( ) 内の数字は現行予算に対する増減率です

一般会計（1 回目）	      1 億 9618 万 7000 円	 （2.0％増）

国民健康保険会
特別

計（1 回目）	     1391 万 3000 円	 （0.3％増）

後期高齢者医療会
特別

計（1 回目）	    354 万 2000 円	 （1.3％増）

下水道事業会
特別

計 （1 回目）	                 37 万 1000 円	 （0.1％増）

農業集落排水事業会
特別

計 （1 回目）	△846 万 5000 円	 （2.8％減）

平成 23年度補正予算を可決

数
字
で
見
る
町
の
財
政
健
全
度

0.741 %
前年度比

地方公共団体の財政力
を示す指数で、基準財
政収入額÷基準財政需
要額の３ヵ年の平均値
を用います。財政力指
数が高いほど自主財源
の割合が高く、財政力
が強い団体といえます。

0.027ポイント

余 力（財政力指数）

前年度比

地方税、使用料及び手
数料など、地方公共団
体が自主的に収入とす
ることができる財源の比
率で、行政活動の自主
性と安定性の尺度とい
え、この割合が高いこと
が望ましいとされます。

1.2ポイント

自立力（自主財源比率）

52.6 %

9.7 %
前年度比

一般会計が負担する公
債費とこれに準ずる額
の大きさを数値にした
もの。（早期健全化基
準は 25％、財政再生
基準は35％です）昨年度と同率

実質公債費比率

前年度比

一般会計が将来負担す
べき実質的な負債を指
標化したもの。（財政再
生基準は350％です）

11.1ポイント

将来負担比率

77.9 %

り
、
屋
外
拡
声
器
や
子
局
を
新
設
す
る

な
ど
、
今
後
の
対
策
を
伺
い
ま
す
。

（
答
弁
）
も
と
よ
り
聞
こ
え
な
い
場
所
に
多

数
の
住
宅
が
建
っ
た
場
合
は
、
子
局
を

新
設
し
て
い
ま
す
。
家
の
中
に
い
て
放

送
が
聞
こ
え
な
い
場
合
は
致
し
方
な
い

と
考
え
ま
す
。
補
完
の
た
め
今
後
は
、

携
帯
電
話
等
へ
の
防
災
メ
ー
ル
の
配
信

な
ど
で
対
応
し
た
い
と
考
え
ま
す
。

消
防
費
「
Ａ
Ｅ
Ｄ
設
置
場
所
と
周
知
」

　
Ａ
Ｅ
Ｄ
の
設
置
場
所
と
そ

の
周
知
、
ま
た
救
急
車
を
呼
ん
で
か
ら

病
院
搬
送
さ
れ
る
ま
で
の
時
間
は
ど
う

な
っ
て
い
ま
す
か
。

（
答
弁
）
公
共
施
設
に
は
ほ
ぼ
１
０
０
％
設

置
し
て
あ
り
ま
す
。
広
報
な
ど
で
周
知

を
図
り
ま
す
。
ま
た
、
救
急
車
は
現
地

へ
10
分
以
内
に
は
着
き
ま
す
。
そ
こ
か

ら
病
院
ま
で
30
分
以
内
は
約
２
割
、
60

分
以
内
は
85
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

教
育
費
「
中
学
生
海
外
研
修
派
遣
事
業
」

鈴
木
詠
子
　
中
学
生
海
外
研
修
派
遣
事
業

が
終
了
と
な
り
ま
し
た
が
、
こ
の
事
業

を
目
標
に
し
て
き
た
生
徒
も
お
り
、
大

変
に
残
念
で
す
。
今
後
、
事
業
を
再
開

さ
せ
る
考
え
は
あ
り
ま
す
か
。
ま
た
、

町
と
し
て
未
来
あ
る
子
ど
も
た
ち
に
国

際
感
覚
を
学
ば
せ
る
機
会
を
ど
う
考
え

る
か
伺
い
ま
す
。

（
答
弁
）
本
事
業
に
よ
り
派
遣
し
た
中
学
生

は
、
延
べ
２
１
４
名
と
一
定
の
規
模
に

達
し
、
町
民
の
国
際
理
解
力
の
増
進
を

図
れ
た
と
考
え
ま
す
。
今
後
も
国
際
感

覚
を
養
う
環
境
を
整
え
ま
す
。

22年度決算審議

全議員が問う！　町のお金の使い方　…執行はどう答えたか
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